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第１章 計画の基本的な考え方 

1.1 計画改定の目的 

本区では、平成 12（2000）年 4月の清掃事業の区移管以来、持続可能な循環型社

会の実現を目指してきました。これまで、区民・事業者との協働による普及啓発の

推進や、資源分別収集の対象品目拡大等、一般廃棄物の減量やリサイクル事業に取

り組んできました。 

「中央区一般廃棄物処理基本計画」は、区内で発生する一般廃棄物の減量、資源

化および適正処理を推進するための基本的かつ総合的な計画です。前回の改定（令

和 3（2021）年 3 月）から 5 年が経過し、この間の清掃・リサイクル事業における

本区の施策の進捗状況に加えて、「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する

法律」（令和 4（2022）年 4月施行）の施行や脱炭素社会への移行など、国内外の情

勢は大きく変化しています。 

こうした社会動向や本区の現状を反映し、さらなる資源循環を推進するため、本

計画を改定するものです。 

1.2 清掃・リサイクル事業を取り巻く動向 

（１）国際的な動向 

① 持続可能な開発目標（SDGs） 

SDGs（持続可能な開発目標）は、令和 12（2030）年までに「誰一人取り残さない」

社会を実現するため、国連が採択した 17の国際目標です。 

「持続可能な開発目標（SDGs）2024」では、目標 12「つくる責任つかう責任」に

ついて「世界ではまだ食べられる食料が毎日 10 億食分廃棄され、その一方で何億

もの人々が飢餓に直面したままに」としています。 

② プラスチックごみ 

平成 28（2016）年 1 月の世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）において、

対策を講じない場合、海洋に流出しているプラスチックごみの量が、令和 32（2050）

年には魚の重量を上回るとの予測が示されました。令和元（2019）年 5月にバーゼ

ル条約（有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関する条約）が改正

され、「汚れたプラスチックごみ」が新たな規制対象となり、令和 3（2021）年 1月

の発効により、廃プラスチックの国外輸出が厳しくなることが予想されるため、各

国が国内の処理体制を整えていくことが必要となります。 

（２）国の動向 

① 第五次循環型社会形成推進基本計画 

「第五次循環型社会形成推進基本計画」（令和 6（2024）年 8 月閣議決定）では、
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従来の「大量生産・廃棄」の経済に代わり、製品の設計段階から廃棄物を出さない

工夫をし、再利用や再資源化を前提に資源を捨てずに循環させ、環境負荷の低減と

経済成長を両立させる循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行を打ち出しま

した。循環型社会の形成に向けて、国、地方公共団体、国民、NPO・NGO、事業者等

の多様な主体が、互いに連携・協働して取り組む必要があるとし、地方公共団体に

は地域のコーディネーター役として、地域の資源循環システムを構築する役割が求

められています。 

② 食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（第 2次） 

「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（第 2 次）」（令和 7（2025）年 3

月閣議決定）では、令和 12（2030）年度までに食品ロスを平成 12（2000）年度比で

半減させるという目標について、8 年前倒しで達成した事業系の食品ロスについて

は目標を 60％削減に引き上げ、家庭の食品ロスについては早期達成を目指すとし

ています。また、食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を 80％とす

る目標は継続して取り組むとしています。 

③ プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」（令和 4（2022）年 4月施

行）では、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律※」（平成

7（1995）年 12月施行）の対象ではなかったプラスチック製容器包装以外の製品プ

ラスチックについても、リサイクルを可能とする仕組みとなりました。 

※容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律は、家庭から排出される容器包

装廃棄物の削減と再商品化を図る法律です。消費者が分別排出し、市町村が分別収集し、事

業者が再商品化するという役割分担を定めています。 

（３）東京都の動向 

① 東京都資源循環・廃棄物処理計画 

「東京都資源循環・廃棄物処理計画」（令和 8（2026）年 3 月策定）では、「令和

17（2035）年に向けての目指すべきビジョンとして、「資源の大消費地である東京の

責務として、ＣＯ₂排出実質ゼロにも貢献する持続可能な資源利用に向けた取組を

サプライチェーン全体で推進し、サーキュラーエコノミーへの移行促進を図るとと

もに、社会課題に的確に対応する資源循環・廃棄物処理システムの安定的な基盤の

確保を目指していく」としています。 

② ゼロエミッション Beyondカーボンハーフ 

「ゼロエミッション Beyondカーボンハーフ」（令和 7（2025）年 3月策定）では、

令和 12（2030）年カーボンハーフとその先の未来を見据え、令和 17（2035）年まで

に温室効果ガス排出量を 60％以上削減する新たな目標と、その達成に向けた 31 の

個別目標を設定し、実効性ある施策を推進しています。サーキュラーエコノミーへ

の移行については、廃プラスチック焼却量 50％削減（平成 29（2017）年度比）、食

品ロス発生量 65％削減（平成 12（2000）年度比）などの目標が掲げられています。 
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（４）東京二十三区清掃一部事務組合の動向 

平成 12（2000）年度から東京 23 区（以下「23 区」という。）の廃棄物の中間処

理等を行っている東京二十三区清掃一部事務組合（以下「清掃一組」という。）は、

令和 8（2026）年 3 月に「一般廃棄物処理基本計画（第 6次）」の改定原案を公表し

ています。 

本計画では、清掃工場の建替工事が重なることによる焼却能力の低下に備えた施

設整備計画を策定し、最終処分量の削減に向けた取組を継続することで最終処分場

の延命化に努めていくとしています。 

1.3 法的な位置付け 

一般廃棄物処理基本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄

物処理法」という。）第 6条第 1項の規定により、区市町村が定める長期計画です。

「ごみ処理基本計画策定指針」（平成 28（2016）年 9月環境省）では計画期間は 10

～15年で、おおむね 5年おきに見直すこととなっています。 

図表 1-1 一般廃棄物処理計画の構成 

 
出典：「ごみ処理基本計画策定指針」平成 28（2016）年 9 月環境省 
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1.4 対象廃棄物 

本計画の対象となる廃棄物は、「一般廃棄物」と区が処理をすることができると

定めている「あわせ産業廃棄物」です。「一般廃棄物」は「ごみ・資源」と「生活排

水」を含み、「ごみ」は「家庭ごみ・資源」と「事業系ごみ・資源」に区分されます。 

図表 1-2 廃棄物の法的な区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■廃棄物の区分について 

●産業廃棄物 

事業活動に伴って排出される廃棄物で、廃プラスチック類や廃油等の 20品目をいいます。 

●一般廃棄物 

産業廃棄物以外の廃棄物で、区民の日常生活の中から排出される家庭ごみのほか、産業廃

棄物以外の事業系ごみや生活排水をいいます。 

●あわせ産業廃棄物 

一般廃棄物と一緒に処理することができる紙くずや木くず等の産業廃棄物をいいます。 

 

あわせ産業廃棄物

一般廃棄物
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家庭ごみ・資源 

事業系ごみ・資源 

ごみ・資源 

生活排水 

産業廃棄物



5 

1.5 計画の位置付け 

本区の一般廃棄物処理基本計画は、「中央区基本構想」および「中央区基本計画」

に掲げられた将来像や基本目標を達成するための清掃・リサイクル事業のマスター

プランです。また、関係を有する国・東京都・清掃一組等の計画と整合性を図るよ

う努める必要があります。 

 

図表 1-3 一般廃棄物処理基本計画に関連する国、都、他区の計画等
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1.6 計画期間 

本計画の計画期間は、令和 9（2027）年度から令和 18（2036）年度までの 10 年

間とします。 

図表 1-4 計画期間 

 

R9 

(2027) 

R18 

(2036) 

R12 

（2030） 

R3 

(2021) 

一般廃棄物処理基本計画 2027 

一般廃棄物処理基本計画 2021（前計画） 

おおむね 5年ごとに見直し 



7 

第２章 中央区の地域特性 

2.1  特性 

（１）日本の文化・商業・情報の中心 

本区は、江戸以来 400年以上にわたり、我が国の文化・商業・情報の中心として

発展してきた由緒あるまちです。 

江戸五街道の起点で日本国道路元標がある「日本橋」、日本一のショッピングス

トリート「銀座」、食文化の拠点である「築地」、東京の表玄関である「八重洲」、豊

かな水辺環境に囲まれ高層建築物と下町情緒あふれるまちなみが調和する「佃」「月

島」「晴海」など、多彩な特色を有しています。 

（２）位置および地勢 

本区は 23区のほぼ中央に位置し、5区（千代田・港・台東・墨田・江東）と接し

ています。面積は約 10.115km2で、東京都総面積の約 0.5％、区部総面積の約 1.6％

を占め、23区では 2番目に面積が小さい区です。 

隅田川を中心に、日本橋川、亀島川、月島川など、区内の多くのエリアが水辺に

面しています。これらをつなぐ「舟運（しゅううん）」の活性化が進められており、

観光や通勤の新たな交通手段としての整備が加速しています。 

月島・勝どき・晴海などの湾岸部は、大規模な再開発によってかつての埋立地か

ら高層マンションが建ち並ぶ近代的なエリアへと変貌を遂げ、先進的な景観を形成

しています。 

図表 2-1 中央区の位置 
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2.2 人口・世帯の動向 

（１）人口と世帯数 

本区の人口は、平成 9（1997）年には 71,806 人と過去最低を記録しましたが、定

住人口回復施策と近年の都心回帰現象との相乗効果により、平成 10（1998）年以降

増加し続けており、令和 2（2020）年国勢調査によると 23区で最も高い人口増加率

（平成 27（2015）年の人口と比較した 5年間の人口増加率）を記録しています。 

令和 7（2025）年 10月 1日の人口は 189,930 人、世帯数は 108,093 世帯となって

います。 

本区の人口の増加傾向は今後も続くものと予測されますので、区収集ごみを減ら

していくには、1人当たりのごみ量（排出原単位）を減らしていく必要があります。 

図表 2-2 人口・世帯数の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：住民基本台帳各年 10 月 1 日現在） 

  

141,750 
148,283 

155,295 
161,456 

167,103 170,123 171,401 
173,405 175,982 

186,496 
189,930 

81,483 84,836 88,404 91,541 94,220 95,660 96,710 98,379 100,348 106,145 
108,093 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

人
口
・
世
帯
数

年

人・世帯
人口 世帯数



9 

23,021 23,604 24,149 24,474 24,865 25,139 25,249 25,480 25,808 26,539 27,045

101,402 105,859 111,025 115,647 119,568 121,527 122,506 124,215 126,358
134,336 136,998

17,327
18,820

20,121
21,335

22,670 23,457 23,646 23,710
23,816

25,621
25,887

141,750
148,283

155,295
161,456

167,103
170,123 171,401 173,405 175,982

186,496
189,930

(16.2%) (15.9%) (15.6%) (15.2%) (14.9%) (14.8%) (14.7%) (14.7%) (14.7%) (14.2%) (14.2%)

(71.5%) (71.4%)
(71.5%) (71.6%) (71.6%) (71.4%) (71.5%) (71.6%) (71.8%)

(72.0%) (72.1%)

(12.2%)
(12.7%)

(13.0%)
(13.2%) (13.6%) (13.8%) (13.8%) (13.7%) (13.5%)

(13.7%) (13.6%)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

人

年

老年人口（65歳以上） 生産年齢人口（15～64歳） 年少人口（15歳未満）

年
齢
別
人
口
・
構
成
比

（２）世帯人員 

世帯人員別の世帯数は、単身世帯が半数以上を占め最も多くなっています。単身

世帯の比率は平成 27（2015）年は 54.7％と 5年前と比較して増加していましたが、

令和 2（2020）年国勢調査では 52.6％と減少し、「2 人」「3 人」「4 人以上」世帯の

比率がいずれも増加しています。 

図表 2-3 世帯人員の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：国勢調査） 

（３）年齢構成 

年齢 3区分別の人口動向を見ると、生産年齢人口（15～64歳）が最も多く、令和

7（2025）年は 72.1％となっています。一方、65歳以上の老年人口の割合は減少傾

向にあり、令和 7（2025）年は 14.2％となっています。 

図表 2-4 年齢構成別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：住民基本台帳各年 10 月１日現在） 
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（４）外国人人口 

外国人人口は、近年急激に伸びており、令和 7（2025）年 10月１日現在で 13,322

人となっています。 

図表 2-5 外国人人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（出典：住民基本台帳各年 10 月 1 日現在） 

（５）住居形態 

令和 2（2020）年の国勢調査では、共同住宅居住世帯が 94.2％（10 階以下 25.8％、

11 階以上 68.4％）となっています。一戸建ての割合は 4.7％です。11 階建て以上

の共同住宅が増加し、一戸建てが減少しています。 

図表 2-6 住居形態別世帯割合の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：国勢調査） 
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（６）昼夜間人口比率 

本区は、23区で千代田区に次いで昼間に人が多く集まる区です。夜間人口を 100

とした場合の昼間人口比率は年々低下しているものの、令和 2（2020）年国勢調査

では 374と、依然として夜間の 3倍以上の人口が昼間に集まっています。 

図表 2-7 昼夜間人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国勢調査） 
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2.3 事業活動 

（１）事業所数 

本区は、首都東京の中心として商業・経済をはじめ情報の中枢など、多様な都市

機能が集積しています。 

令和 3（2021）年の経済センサス－活動調査によると、本区の事業所数は 34,203

事業所（公務を除く）です。これは 23 区では 3 番目に多い事業所数です。平成 26

（2014）年に増加しましたが、以降減少傾向にあります。 

従業者数はやや増加傾向にあり、773,854 人となっています。 

業種別事業所数を見ると、卸・小売業の比率が最も高く、全事業所の 27.1％とな

っています。 

図表 2-8 事業所数・従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※公務を除く民営事業所のみ（出典：令和 3（2021）年経済センサス） 

図表 2-9 業種別事業所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：令和 3（2021）年経済センサス） 
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（２）従業者規模 

従業者規模別に事業所数を見ると、従業者 5人未満の事業所が 44.1％を占め、最

も多くなっています。一方、従業者数で見ると、全従業者数 773,854 人のうち、

55.0％が 100人以上の大規模な事業所に集中していることがわかります。 

図表 2-10 従業者規模別の事業所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（出典：令和 3（2021）年経済センサス） 

図表 2-11 事業所の従業者規模別の従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：令和 3（2021）年経済センサス） 
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第３章 清掃・リサイクル事業の現状 

3.1 清掃・リサイクルの流れ 

区内の家庭や事業所から排出されるごみや資源の流れを図表 3-1に示します。区

はごみの収集・運搬、資源の回収・リサイクルを担っています。ごみの焼却等の中

間処理は清掃一組による共同処理となっており、埋立処分は東京都に委託していま

す。 

集積所に排出された区収集ごみのうち、燃やすごみは清掃工場に搬入し焼却処理、

燃やさないごみは民間施設に搬入し、資源化しています。粗大ごみは、一部資源化

可能なものを民間施設に搬入し、残りを粗大ごみ破砕処理施設に搬入しています。 

また、区収集以外に許可業者や排出者自らが各施設に直接搬入するごみ（持込ご

み）や資源があります。 

燃やすごみは、清掃工場での焼却処理によって、発電や熱エネルギーを有効に利

用した上で減量化を図り、環境への負荷を最小限にしてから最終処分として埋め立

てています。 

東京都の管理する新海面処分場は「東京湾最後の埋立処分場」と言われており、

ごみの減量・資源化によって可能な限り埋立処分量を削減し、長期の利用を目指す

必要があります。 

清掃一組では、埋立処分量の削減および資源の有効利用を目的として、燃やすご

みは、平成 27（2015）年度から焼却灰の一部をセメント原料として活用しています。

燃やさないごみおよび粗大ごみは、鉄分やアルミニウム等リサイクルできるものを

回収し、破砕･減容化したのち埋め立てています。 
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図表 3-1 区のごみ・資源の流れ 
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（１）収集・運搬 

① 集積所収集 

家庭から出るごみ・資源の収集・運搬は区が実施しています。 

事業活動に伴って発生するごみ・資源については、自己処理責任の原則に基づい

て、事業者が自らの責任において適正に処理しなければなりません。排出事業者は

自ら処理施設に搬入するか、許可を受けている一般廃棄物収集運搬業者に収集を依

頼することになります。 

ただし、排出日量 50 キログラム未満の小規模事業者に限って、家庭ごみ・資源

の収集に支障の無い範囲で、区が収集しています。区の収集を利用する場合は、区

が決めた分け方・出し方を守り、中央区の事業系有料ごみ処理券を貼付する必要が

あります。 

燃やすごみは週 2 回、燃やさないごみ・資源・プラスチック製容器包装は週１回

の収集です。ただし、京橋、銀座、八重洲、日本橋、人形町の一部の地域では、毎

日多量のごみが排出されるため、例外的に燃やすごみの収集回数を増やして対応し

ています。家庭から出る粗大ごみについては、事前に申し込みを受け付けて有料収

集しています。 

図表 3-2 対象のごみ・資源および収集回数 
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の鍋・やかん・フ
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トボトル 

プラマークがつ

いている容器と

包装（商品を入

れているもの、

商品を使用・分

離した際に不要

となるもの） 

一辺の長さがお

おむね 30cm を

超える家具や寝

具等 

収集回数 原則、週 2 回 週 1 回 週 1 回 週 1 回 週 1 回（申込制） 

 

② 拠点回収 

区では、毎週土曜日の午前中に区内の小・中学校等で飲料用紙パック、食品用発

泡スチロールトレイ、廃食用油、布類、蛍光管、電池類、水銀式の体温計・血圧計・

温度計、小型家電、園芸用土を回収するとともに、区役所本庁舎や日本橋・月島・

晴海特別出張所等の公共施設に回収箱を設置し、飲料用紙パック、食品用発泡スチ

ロールトレイ、電池類、布類、小型家電を回収しています。 

③ 集団回収 

町会・自治会、婦人会、管理組合、PTAまたは 10世帯以上の区民の方でグループ

を作り、家庭から出る資源を集めて独自に契約した資源回収業者に引き渡し、資源

の再利用を図る自主的なリサイクル活動です。区では、団体への用具類の貸し出し

や助成金の交付等の活動支援を行っています。令和 6（2024）年度の登録団体数は
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358団体です。 

支援・助成内容は以下のとおりです。 

⚫ 回収量に応じた助成金：回収量 1キログラムにつき 7円を支給 

⚫ 団体助成金：回収実績がある団体に対し、団体助成金として半期ごとに 12,000円

を支給 

⚫ 資源回収ボックスや回収した資源を運ぶ台車等の貸し出し 

⚫ 新規登録団体に、回収に必要な軍手・紙ひも・エプロンの消耗品を支給 

（２）中間処理 

① 燃やすごみ 

燃やすごみについては、清掃一組の中央清掃工場で焼却処理されています。中央

清掃工場では、最新の設備により燃焼温度の適正な管理を行い、公害防止対策に万

全を期しています。 

② 燃やさないごみ 

燃やさないごみについては、民間の廃棄物処理業者に選別および資源化を委託し、

有効利用を図っています。 

③ 粗大ごみ 

粗大ごみについては、一部を民間の廃棄物処理業者に選別および資源化を委託す

るとともに、月島粗大中継所においても再利用可能なものをピックアップ回収する

ことで有効利用を図っています。残りは清掃一組の粗大ごみ破砕処理施設に搬入さ

れ、破砕・減容化および資源物（鉄分）の回収後、可燃物は中央清掃工場で焼却し、

不燃物は埋立処分されています。 

（３）最終処分 

中央清掃工場で焼却処理した後の焼却灰および粗大ごみ処理施設等で破砕・減容

化し、資源回収した後の不燃物（ガラス・陶磁器類等）は、東京都が管理運営する

中央防波堤外側埋立処分場・新海面処分場で埋立処分されています。 

また、灰の一部はセメント原料化を実施しています。 

新海面処分場は、23区最後の埋立処分場です。一日でも長く使用するために、23

区と清掃一組は、ごみの減量や資源化などの取組を積極的に進めています。 
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図表 3-3 中央防波堤外側埋立処分場・新海面処分場の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
（出典）東京都廃棄物埋立処分場パンフレット（令和 7（2025）年 11 月）  
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3.2 ごみ量・資源回収量の推移 

（１）ごみ量の推移 

① 区収集ごみ量・持込ごみ量 

令和 6（2024）年度のごみの総量は 89,157 トンでした。このうち、区収集ごみ量

は 35,188トンで、過去 10年間を見ると人口増にも関わらずほぼ横ばいとなってい

ます。一方、持込ごみ量は令和元（2019）年度の 65,424トンから令和 2（2020）年

度の 42,612 トンと大幅に減少しましたが、これは新型コロナウイルス感染症拡大

の影響によるものと考えられ、令和 3（2021）年度以降は増加傾向にあり、令和 6

（2024）年度は 53,970 トンとなっています。 

図表 3-4 区収集ごみ量・持込ごみ量 
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② 家庭・事業系別区収集ごみ量・区民 1 人 1日当たり家庭ごみ量 

区収集ごみには家庭ごみだけでなく、小規模事業所が排出する事業系ごみも含ま

れています。区収集ごみに含まれる家庭ごみと事業系ごみの比率は、5 年に一度行

う「中央区ごみ排出実態調査」から推計しています※。 

 

※区収集ごみに含まれる家庭ごみの比率を以下のように設定しています。 

平成 27（2015）年度～30（2018）年度 
燃やすごみ 46.0％、燃やさないごみ 45.5％ 

（平成 26（2014）年度中央区ごみ排出実態調査より） 

令和元（2019）年度～5（2023）年度 
燃やすごみ 57.1％、燃やさないごみ 58.1％ 

（令和元（2019）年度中央区ごみ排出実態調査より） 

令和 6（2024）年度 
燃やすごみ 66.8％、燃やさないごみ 67.6％ 

（令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査より） 

 

ここ 10 年間の区収集ごみ量はおおむね横ばい傾向にあります。令和元（2019）

年度および令和 6（2024）年度に家庭ごみが増加し、区収集事業系ごみが減少して

いるように見えますが、これは「中央区ごみ排出実態調査」に基づく家庭ごみと事

業系ごみの比率の見直しがあったためです。 

図表 3-5 家庭・事業系別区収集ごみ量・区民 1人 1日当たり家庭ごみ量 
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（２）資源回収量の推移 

① 資源回収量 

本区の資源回収には、行政が行う集積所における「分別回収」および区内の小・

中学校や公共施設等における「拠点回収」のほか、町会・PTA 等の地域団体が行う

「集団回収」があります。また、月島粗大中継所から再利用可能なものを回収する

ピックアップ回収に加え、令和 2（2020）年度から燃やさないごみ、令和 4（2022）

年度から一部の粗大ごみの資源化を開始しています。 

資源回収量は令和 2（2020）年度まで増加傾向にありましたが、以降はおおむね

横ばい傾向にあり、令和 6（2024）年度は 14,647トンとなっています。 

回収方法別にみると、行政回収は増加傾向にあり、令和 4（2022）年度に減少し

ましたが、令和 5（2023）年度に増加し、令和 6（2024）年度は 9,025 トンとなって

います。集団回収は平成 30 年（2018）年度まで増加傾向にありましたが、令和元

（2019）年度以降は減少傾向にあり、令和 6（2024）年度は 3,858 トンとなってい

ます。 

※分別回収には事業系資源も含みます。 

図表 3-6 資源回収量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

単位：t

分別回収 6,873 7,157 7,054 7,258 7,630 8,405 8,548 8,493 8,535 8,930

拠点回収 80 80 82 84 94 45 89 92 93 95

小計 6,953 7,237 7,135 7,342 7,724 8,450 8,637 8,586 8,628 9,025

4,645 4,683 4,829 4,894 4,863 4,678 4,520 4,582 3,971 3,858

1,456 1,359 1,336 1,247 1,261

485 494 494

10 10 10 11 10 10 10 10 10 10

11,608 11,931 11,974 12,247 12,597 14,595 14,526 14,999 14,349 14,647

粗大ごみの資源化

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

合　計

集団回収

行政
回収

R1
(2019)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

ピックアップ回収

　　　　　 年度
回収方法

燃やさないごみの資源化

6,873 7,157 7,054 7,258 7,630
8,405 8,548 8,493 8,535 8,930

80 80 82 84
94

45 89 92 93
954,645 4,683 4,829 4,894 4,863

4,678 4,520 4,582 3,971 3,858

1,456 1,359 1,336
1,247 1,261

485
494

494

10
10 10 11

10

10 10

10
10

10

11,608 11,931 11,974 12,247 12,597

14,595 14,526
14,999

14,349
14,647

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

回
収
量

年度

分別回収 拠点回収 集団回収 燃やさないごみの資源化 粗大ごみの資源化 ピックアップ回収

ｔ



22 

② 品目別の資源回収量 

品目別に見ると、紙類の回収量は減少傾向にあり、びんや、ペットボトルを含む

プラスチック類の回収量は増加傾向にあります。一方、金属類はおおむね横ばい傾

向にあります。 

図表 3-7 品目別資源回収量 
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（３）事業系ごみ・資源の推移 

① 事業用大規模建築物（延床面積 3,000 ㎡以上）から事業活動に伴って排出され

るごみ・資源の廃棄量・再利用量・再利用率 

区では、延床面積 3,000㎡以上の事業用大規模建築物の所有者等には、条例に基

づき、廃棄物管理責任者の選任と「再利用計画書」の提出を義務付けています。図

表 3-8 は、「再利用計画書」の可燃物の種類別再利用量と再利用率を年度ごとに集

計したものです。 

平成 30（2018）年度以降の排出量の大幅な減少は平成 30（2018）年 10月の築地

市場の豊洲移転によるものであり、令和 2（2020）年度のさらなる減少は新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響によるものと考えられます。 

図表 3-8 事業用大規模建築物から排出されるごみ・資源の廃棄量・再利用量・再利用率 
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② 事業用建築物（延床面積 1,000㎡以上 3,000㎡未満）から事業活動に伴って排

出されるごみ・資源の廃棄量・再利用量・再利用率 

区では、延床面積 1,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満の事業用建築物の所有者等に対し、

廃棄物管理責任者の選任と「再利用実績報告書」の提出を義務付けています。図表

3-9は、「再利用実績報告書」の可燃物の種類別再利用量と再利用率を年度ごとに集

計したものです。 

令和 2（2020）年度の排出量の大幅な減少は、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響によるものと考えられます。 

 

図表 3-9 事業用建築物から排出されるごみ・資源の廃棄量・再利用量・再利用率 
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3.4 前計画の進捗状況の評価 

（１）家庭ごみの減量目標 

前計画では、家庭ごみについて、「区民 1 人 1 日当たりの家庭ごみ排出量（燃や

すごみ・燃やさないごみ・粗大ごみの合計）」を減量目標として定めており、令和 12

（2030）年度に令和元（2019）年度比で 16.8％削減し、293グラムとすることを目

標としています。 

区民１人１日当たりの家庭ごみ排出量は減少しており、令和 6（2024）年度は、

中間目標の 318グラムに対して 307グラムとなり目標を達成しています。 

図表 3-10 区民 1人 1日当たりの家庭ごみ排出量の目標達成状況 
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（令和6（2024）年度中央区ご
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（２）事業系ごみの減量目標 

前計画では、事業系ごみについて、「事業用大規模建築物（延床面積 3,000 ㎡以

上）・事業用建築物（延床面積 1,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満）から事業活動に伴って

排出されるごみ・資源の再利用率」、「事業系ごみの年間排出量」を減量目標として

定めています。 

① 事業用大規模建築物・事業用建築物から事業活動に伴って排出されるごみ・資

源の再利用率 

事業用大規模建築物・事業用建築物から事業活動に伴って排出されるごみ・資源

の再利用率については、令和 12（2030）年度に事業用大規模建築物の再利用率を

60％、事業用建築物の再利用率を 45％に引き上げることを目標としています。 

再利用率は令和 3（2021）年度以降は減少傾向にあり、令和 6（2024）年度は事業

用大規模建築物、事業用建築物ともに中間目標を達成していません。 

図表 3-11 事業用大規模建築物・事業用建築物から排出されるごみ・資源の再利用

率の目標達成状況 
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② 事業系ごみの年間排出量 

事業系ごみの年間排出量（区収集事業系ごみ・持込ごみ）については、令和 12

（2030）年度に令和元（2019）年度比で 24.2％削減し、60,853 トンとすることを

目標としています。 

事業系ごみの年間排出量は令和 2（2020）年度に大きく減少した後、令和 3（2021）

年度以降は増加傾向にあり、令和 5（2023）年度までは中間目標の 67,948トンを下

回っていますが、令和 6（2024）年度は中間目標をわずかに上回り、中間目標と実

績がほぼ同じ値となっています。 

図表 3-12 事業系ごみの年間排出量の目標達成状況 
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第４章 清掃・リサイクル事業の課題 

社会情勢の変化や、各種調査結果等から抽出した清掃・リサイクルの課題について、

前計画の３つの基本方針に沿って整理しました。 

4.1 環境に対する意識啓発と発生抑制・再使用の促進における課題 

（１）ごみ減量の徹底 

区収集ごみ量は人口増の中でも 1人 1日当たりの排出量の減少により、横ばいを

維持していますが、定住人口の増加傾向が今後も続くと予測されているため、区全

体のごみ総量を抑え込むには、引き続き 1 人 1日当たりの排出量を減らしていく必

要があります。 

事業系ごみの年間排出量については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り、一時的に減少していましたが、令和 3（2021）年度以降は再び増加傾向に転じ、

令和 6（2024）年度には中間目標を上回っており、さらなるごみ減量が必要です。 

（２）区民・事業者・外国人に向けた多様な情報発信 

令和 6（2024）年度の区民アンケート調査によると、分別方法の確認手段として

「ごみと資源の分け方・出し方パンフレット」を利用する割合が 63.7％（令和元

（2019）年度は 59.9％）と最も高く、紙媒体への依存が続いています。一方で、区

が新たに導入した「ごみ分別案内チャットボット」については、利用する割合が区

のホームページからの利用が 5.2％、区の LINE公式アカウントからの利用が 1.8％

にとどまり、チャットボットの導入自体を「知らない」と答えた区民が 67.6％にの

ぼるなど、デジタルツールの活用促進が大きな課題となっています。 

図表 4-1 分別方法の確認手段（左）とチャットボットの認知（右）（区民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 
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　　　　　　区ホームページ（ごみ・
　　　　　リサイクル）を見る

近隣の方や管理人に聞く

区広報紙「区のおしらせちゅうおう」
での掲載記事を見る

区に問い合わせる

　　　　　　　区のホームページから
　　　　　　　チャットボットを利用

　　　　区のLINE公式アカウントから
　　　　チャットボットを利用

その他

無回答
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令和 6（2024）年度の事業所アンケート調査によると、顧客（消費者）に対する

ごみ減量およびリサイクルの取組を「特に何もしていない」と回答する事業所が

59.8％（令和元（2019）年度は 56.5％）とほぼ横ばいで推移しており、事業者側か

ら消費者へ働きかける取組を事業者に促していくことが今後の課題です。 

さらに、増加傾向にある外国人に対しては、言語や生活習慣の違いによるごみ出

しルールの理解不足や誤解を防ぐため、多言語に対応したパンフレットやデジタル

ツール等を活用して、分かりやすい情報発信を推進していく必要があります。 

図表 4-2 顧客に対するごみ減量およびリサイクルの取組（事業所アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

（３）食品ロスの削減 

令和 6（2024）年度の家庭ごみ組成分析調査によると、家庭の燃やすごみ全体の

29.3％を「生ごみ」が占めています。生ごみのうち、手つかずのまま廃棄された「直

接廃棄」は 4.5％、「食べ残し」は 6.5％で、燃やすごみ全体に含まれる食品ロスの

割合は 11.0％であることがわかりました。 

図表 4-3 燃やすごみに占める生ごみの割合とその内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

紙類・

プラスチック類等

70.7%

直接廃棄 4.5%

食べ残し 6.5%

生ごみ(その他)

18.3%

生ごみ

29.3%

生ごみの内訳

食品ロス

11.0%

燃やすごみの内訳

15.5%

7.3%

7.1%

4.1%

3.7%

0.7%

59.8%

8.6%

4.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

商品の過剰包装をやめたり、

梱包材を簡易的なものにしている

製品の原材料に再生資源を積極的に取り入れている

店頭に回収ボックスを設置するなどして、販売ルートを

利用した自主回収やリサイクルに努めている

商品のアフターケアに力を入れ、長く使用することが

できるような体制を整えている

リサイクルしやすい商品の

製造や販売をしている

商品の量り売りを行っている

特に何もしていない

その他

無回答

事業者の取組の推進が必要

　　　　　　　　　　商品の過剰包装をやめたり、
　　　　　　　　　　梱包材を簡易的なものにしている

製品の原材料に再生資源を積極的に取り入れている

店頭に回収ボックスを設置するなどして、販売ルートを
利用した自主回収やリサイクルに努めている

　商品のアフターケアに力を入れ、長く使用することが
　できるような体制を整えている

                          リサイクルしやすい商品の
                          製造や販売をしている

商品の量り売りを行っている

特に何もしていない

その他

無回答
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令和 6（2024）年度の事業所アンケート調査によると、食品製造・卸・小売・飲

食店において、食品ロス削減のために「特に何もしていない」割合が 54.3％と過半

数を占め、令和元（2019）年度の 42.6％から約 12 ポイント悪化しており、区民・

事業者双方の食品ロス削減について取組を行っていく必要があります。 

図表 4-4 食品ロス削減のための行動（事業所アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

 

食品ロス削減は SDGs の国際的な目標であり、国においては、家庭の食品ロスを

「50％削減」、事業系の食品ロスを「60％削減」、消費者の認知・行動割合を「80％

向上」と目標を掲げています。また、東京都は「食品ロス発生量 65％削減」を掲げ

ており、区民や事業者の具体的な行動変容を促す施策を展開する必要があります。 

本区ではご家庭で余っている食品を持ち寄り、区内の子ども食堂等に提供する

「フードドライブ」を実施するとともに、令和 4（2022）年度から食品ロス削減の

取組を行う飲食店等を「ちゅうおう食べきり協力店」として登録し、消費者・事業

者の意識啓発を図ってきました。「ちゅうおう食べきり協力店」については、引き続

き飲食店等の登録を広く促すとともに、消費者が日常的にこれら協力店を積極的に

利用する行動変容につなげ、さらなる店舗拡大を図っていくことが大切です。本制

度と併せて、食品ロス削減の一層の推進を図るため、フードシェアリングサービス

の利用促進についても検討を進めていく必要があります。 

  

20.2%

11.6%

7.5%

5.5%

4.6%

2.6%

54.3%

11.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

過剰生産の削減を行っている

食べきり運動の推進を行っている

小量販売やバラ売りを行っている

提供サイズの調整を行っている

ドギーバック等での持ち帰りの協力を行っている

配送時の汚破損の削減を行っている

特に何もしていない

その他

事業者の取組の推進が必要
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4.2 多様なリサイクルによる資源循環の推進における課題 

（１）資源化できる紙類の分別徹底 

令和 6（2024）年度の家庭ごみ組成分析調査によると、燃やすごみに含まれる「資

源化できる紙類」は 13.2％を占めています。令和元（2019）年度調査時の 16.6％

と比較すると約 3.4 ポイントの減少が見られ、改善傾向にありますが、内訳を見る

と「紙製容器包装」が 4.0％、「その他の紙類」が 3.6％、「OA 用紙」が 0.6％とい

わゆる「雑がみ」が依然として多く混入しており、引き続き資源化への移行が課題

です。 

図表 4-5 燃やすごみに占める資源化できる紙類の割合とその内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

  

生ごみ・

プラスチック類等

86.8%

紙製容器包装 4.0%

その他紙類 3.6%

OA用紙 0.6%

雑誌・本 2.1%

新聞 1.4%
段ボール 0.9%

飲料用

紙パック 0.6%

資源化できる紙類

13.2%

資源化できる紙類の内訳

雑がみ

8.2%

燃やすごみの内訳
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（２）プラスチックの資源化の推進 

令和 6（2024）年度の家庭ごみ組成分析調査によると、燃やすごみに含まれる「プ

ラスチック製容器包装」は 15.4％を占めており、多くの「プラスチック製容器包装」

が捨てられています。 

また、これらとは別に、燃やすごみには「製品プラスチック」も 3.1％含まれて

います。「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」により、これまで対

象外だった製品プラスチックのリサイクルも求められるようになっており、「プラ

スチック製容器包装」に加え、新たに「製品プラスチック」を含めたプラスチック

一括回収を行うことで資源化の推進を行っていく必要があります。 

図表 4-6 燃やすごみに占めるプラスチック類の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

（３）集団回収・拠点回収の利用促進 

町会・自治会、PTA、マンション管理組合等の地域団体が主導する集団回収につい

て、登録団体数は年々増加しているものの、昨今のペーパーレス化等により回収量

の９割を占める紙類は令和元（2019）年度以降一貫して減少傾向にあります。 

このまま古紙需要の停滞が進行した場合、将来的に資源回収業者の事業継続が困

難となり、団体のリサイクル活動が維持できなくなる恐れがあります。 

区民による自主的なリサイクル活動を将来にわたり持続可能なものとするため

に、社会情勢の変化に即した安定的な回収体制の確保に向けた検討が必要です。 

また、区施設等で実施している拠点回収については、拠点の設置場所や回収品目

について引き続き周知を行っていくとともに、さらなる回収品目の拡大等について

も検討が必要です。 

プラスチック

製容器包装・

ペットボトル

15.4%

製品

プラスチック

3.1%

生ごみ・

紙類等

81.5%
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4.3 人の環で築く清潔で快適なまちにおける課題 

（１）リチウムイオン電池の混入による発火事故の防止 

近年、リチウムイオン電池を内蔵した製品が社会的に広く普及しています。それ

に伴い、これらが誤ってごみに混入して排出されるケースが増加し、収集車両や処

理施設において重大な火災事故が多発しています。 

現在、国においては、令和 8（2026）年 4 月に「資源の有効な利用の促進に関す

る法律」を改正し、内蔵するリチウムイオン電池の取り外しが困難な一体型製品で

あるモバイルバッテリー等について、製造業者等による自主回収を義務付けるなど、

適正処理に向けた環境整備が進められつつあります。 

こうした状況を踏まえ、区としては、重大な事故を未然に防ぐため、区民の方が

意図せず、ほかのごみ・資源と混入して排出しないよう適正な排出方法について、

区民へ広く周知・啓発していく必要があります。 

（２）適正排出と良好な生活環境の維持 

本区は千代田区に次いで昼夜間人口比率が高く、夜間人口の 3倍以上の人が昼間

に活動しています。さらに外国人人口も増加していることから、多様な来街者への

意識啓発も含めたまちの美化の推進を引き続き行っていく必要があります。 

また、令和 6（2024）年度の事業所アンケート調査によると、区の収集を利用し

ている事業所のうち、ごみを出す時間を「収集日の前日の夜」と回答した事業所は

32.0％（令和元（2019）年度は 29.5％）を占め、改善されていません。ねずみやカ

ラス等の鳥獣害による衛生環境の悪化が懸念されるため、引き続き集積所の衛生的

な環境維持に取り組んでいく必要があります。 

図表 4-7 集積所にごみを出す時間（事業所アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

 

  

収集日の

前日の夜

32.0%

収集日の朝

43.3%

収集車が来る

時間に合わせて

6.2%

その他

18.6%
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（３）事業系ごみ・資源の自己処理責任の徹底 

令和 6（2024）年度の事業所アンケート調査によると、区の収集を利用している

事業所のうち、収集を一般廃棄物処理業者へ「委託するつもりはない」と回答した

事業所が 90.4％を占め、区の収集に依存しています。 

また、事業系有料ごみ処理券を「貼付していない」事業所が、ごみで 19.7％（令

和元（2019）年度は 12.8％）、資源で 18.8％（令和元（2019）年度は 17.4％）とい

ずれも改善されていません。 

事業系ごみ・資源は自己処理責任が原則となっています。区収集に排出している

事業系ごみ・資源の一般廃棄物処理業者への移行および適正排出の徹底を引き続き

進めていく必要があります。 

 

図表 4-8 一般廃棄物処理業者への委託意向（事業所アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

図表 4-9 事業系ごみ処理券の貼付状況（事業所アンケート調査） 

 

【ごみ】                【資源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査  

いつも

貼付している

78.6%

ときどき

貼付している

1.8%

貼付して

いない

19.7%

いつも貼付

している

52.1%

ときどき貼付

している

2.7%

貼付して

いない

18.8%

資源は出して

いない

26.5%

条件次第では

委託したい

9.6%

委託する

つもりはない

90.4%
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（４）安定的な中間処理と最終処分場の延命化 

清掃一組の一般廃棄物処理基本計画では、複数の清掃工場の建て替え工事が重な

ることで、焼却能力の低下が予想されています。 

また、燃やすごみの焼却灰や、資源化処理後の残さは東京湾の新海面処分場に埋

め立てられますが、ここは 23区最後の埋立処分場です。 

安定的な中間処理を継続するとともに、最終処分場を 1日でも延命化させるため

にも、23区と清掃一組で共同してさらなるごみの減量化・資源化を進めていく必要

があります。 

そのため、23区共同の取組として、「① 資源化可能な事業系古紙の清掃工場へ

の搬入規制」、「② 廃棄物処理手数料の増額」、「③ 家庭ごみの有料化」の 3施策

について、23区と清掃一組での協議および検討が開始しました。これらの施策につ

いては、導入の効果や区民生活への影響等を踏まえ、実施の可否を含めて慎重に検

討を進めていく必要があります。 
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第５章 基本理念と基本方針 

5.1 基本理念 

区民・事業者・区がともに目指す将来像を「基本理念」として掲げるとともに、

その実現に向けて各施策を進めるための３つの「基本方針」を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年、国際社会では気候変動や海洋プラスチックごみ問題など、地球規模の環境

問題が深刻化する中、SDGs（持続可能な開発目標）の達成や資源の発生抑制と循環

利用の徹底に向けた取組が加速しています。 

国においては、従来のリサイクルを中心とした「3R」の取組に加え、製品の設計・

製造段階から廃棄物の発生を抑制し、資源を効率的に循環させ続ける「サーキュラ

ーエコノミー（循環経済）」への移行を国家戦略として掲げています。さらに、令和

4（2022）年施行の「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」や、令和

6（2024）年に閣議決定された「第五次循環型社会形成推進基本計画」等の法制度の

進展により、経済活動やライフサイクルの全般において、従来の大量生産・大量廃

棄型から、徹底した発生抑制と持続可能な資源循環を前提とした社会構造への転換

が求められています。こうした国の動向を受け、本区においても、単なるごみの分

別や回収にとどまらず、区民のライフスタイルの転換や事業者の取組による発生抑

制をより一層強力に推進します。 

本区においては、平成 29（2017）年 6月に策定した「中央区基本構想」で「輝く

未来へ橋をかける ―― 人が集まる粋なまち」を将来像として掲げ、「中央区基

本計画 2023」では基本政策「水とみどりあふれる豊かな環境を未来へつなぐまち」

の下、循環型社会づくりを推進することとしています。 

首都東京の中心として発展を続ける本区は、今後も都心機能の集中や人口増加が

想定され、事業活動の活発化も予測されていることから、区民、事業者、行政が一

体となり、環境負荷を最小限に抑え、誰もが心地よく過ごせる持続可能なまちを構

築していく必要があります。 

本区は、世界に誇れる江戸のリサイクル文化を育んできた歴史を胸に、私たち一

人ひとりの行動が地球環境への思いやりを未来の世代へと紡いでいくという想い

を込めた前計画の基本理念を引き継ぎ、循環型まちづくりを推進していきます。 

中央区一般廃棄物処理基本計画 基本理念 

地球への思いやりを未来に紡ぐまち 中央区 
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5.2 基本方針 

基本理念の実現に向け、以下の 3つの基本方針に基づき施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針１】 

 

環境に対する意識啓発と発生抑制・再使用の促進 
 

持続可能な循環型社会を実現するためには、ごみ・資源の発生抑制の重要性を区

民・事業者双方で共有していくことが不可欠です。 

日常生活や事業活動において、排出するごみ・資源を最小限に抑える行動の必要

性をさまざまな情報媒体を通じて周知するとともに、子どもから大人まで一人一人

の意識改革を図るための啓発活動を推進します。 

その上で、ごみ・資源として排出されたものをリサイクルする前に、まず「排出

するごみ・資源そのものを発生させない（リデュース）」、そして「繰り返し使う（リ

ユース）」取組を最優先に位置付ける必要があります。 

本区が実施した家庭ごみ組成分析調査の結果によると、家庭から排出される燃や

すごみの中には、いまだ多くの食品ロスやプラスチック類が含まれていることが明

らかとなっています。これらを効果的に削減するために、食品を無駄にしない、ま

た、使い捨てプラスチック類を使用しない消費行動を促進していきます。 

併せて、デジタル技術（ICT）や民間プラットフォームを活用した不用品の譲り合

いなどを通じて、物品を安易に廃棄せず「繰り返し使う（リユース）」行動の定着を

目指します。 

また、事業者に対しては、発生抑制の取組にとどまらず、顧客に対する簡易包装

の推進や量り売り、小盛りメニューの提供といった「消費者のごみ減量行動を後押

しする取組」を促し、区民と事業者が協働して地域全体でごみ・資源の排出そのも

のを発生させないライフスタイルへの転換を推進します。 

基本方針１ 

環境に対する意識啓発と 

発生抑制・再使用の促進 

 

区民・事業者の意識改革

を図り、リデュース(発

生抑制)とリユース(再使

用)の取組を最優先に推

進します。 

基本方針２ 

多様なリサイクルによる 

資源循環の推進 

 

どうしても発生する不用

物について、プラスチッ

ク一括回収などの多様な

手法により資源化を徹底

します。 

基本方針３ 

人の環で築く清潔で快適 

なまち 

 

地域コミュニティや事業

者との「人の環」による

協働を進め、安全・安心

な収集体制と美化を推進

します。 
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【基本方針２】 

 

多様なリサイクルによる資源循環の推進 
 

発生抑制（リデュース）や再使用（リユース）の取組を最優先に進めた上で、ど

うしても発生してしまう不用物については、焼却や埋立処分を最小限にとどめ、可

能な限り資源として有効活用していきます。この資源循環は、集積所における分別

回収だけでなく、地域の自主的な集団回収や公共施設等における拠点回収、事業者

が自発的に行う店頭回収の利用促進等、多様な手法を組み合わせて推進していきま

す。 

本区では、家庭から排出される燃やさないごみの資源化に加え、一部の粗大ごみ

について資源化を行っていますが、家庭から排出される燃やすごみの中には、依然

として資源化可能な紙類やプラスチックが多く混入していることから、引き続き分

別の徹底を促します。 

併せて、国の「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の施行を踏

まえ、これまで回収してきた「プラスチック製容器包装」に加え、新たに「製品プ

ラスチック」を含めたプラスチック一括回収を行うことでプラスチックの資源化を

一層推進していきます。 

事業系ごみ・資源については、事業者の排出者責任に基づく適正な分別とリサイ

クルの徹底が不可欠です。引き続き立入指導等を通じて事業所に対して紙類や食品

廃棄物等の資源化に取り組むよう働きかけを行い、事業活動における資源循環を推

進していきます。 

 

【基本方針３】 

 

人の環で築く清潔で快適なまち 
 

本区に住み、働き、訪れるすべての人々にとって清潔で快適なまちを実現するた

めには、区民・事業者・区が一体となった環境美化の取組や、集積所の適正管理を

通じた生活環境の保全が重要です。 

これらの取組を持続可能なものとするため、地域コミュニティや事業者との交

流・連携を一層深め、「人の環（わ）」を通じた協働のまちづくりを進めていきます。 

また、ごみの収集・運搬、処理・処分段階における環境負荷の低減に努めるとと

もに、特に近年課題となっているリチウムイオン電池等の発火性危険物の混入によ

る収集車両や処理施設での火災事故を防ぐため、正しい排出ルールの徹底と周知・

啓発を図るなど、環境にやさしく、安全・安心な収集体制を構築していきます。 
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第８章 食品ロス削減推進計画 

8.1 計画策定の背景 

「世界の食料安全保障と栄養の現状（SOFI）：2024 年版報告書」によると、世界

では、人の消費のために生産された食料のおよそ 3 分の 1 が廃棄されている一方

で、飢えや栄養不良で苦しんでいる人々は約 7.3億人いると推計されています。こ

のような背景のもと、国際的には SDGs において、平成 12（2000）年度と比較して

令和 12（2030）年度までに世界の食品ロス発生量を半減するという目標が掲げられ

ています。 

日本では、まだ食べられるのに捨てられてしまう「食品ロス」が、年間約 461万

トン（環境省・農林水産省令和 6（2024）年度推計）も発生しています。これは 1人

当たり毎日おにぎり 1個に近い量（約 102 グラム）の食品を捨てていることになり

ます。その内訳は家庭が約 224万トン、事業系が約 237万トンとほぼ同量で、家庭

ごみと事業系ごみ双方からのアプローチが求められます。 

食品ロスは、単に食品の無駄という身近な問題であるだけではなく、地球規模で

の気候変動や水問題、貧困や飢餓問題等に大きく関係しています。そのため、食品

ロスの削減が、多面的な問題解決につながるという視点を持つことが極めて重要で

す。 

事業者、消費者、行政等が抱える課題や役割を理解し、各主体が協働して取り組

んでいくことが必要です。区は、食品ロス削減推進計画を定め、区民、事業者と連

携・協力しながら、食品ロス削減を推進します。 

図表 8-1 日本の食品ロス発生量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：環境省・農林水産省令和 6（2024）年度推計 
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8.2 食品ロスを取り巻く動向 

（１）国際的な動向 

SDGs のターゲット 12.3 では、持続可能な消費と生産の確立を目指し、食料の廃

棄削減を掲げた国際目標を定めています。具体的には、小売店や家庭での廃棄を半

減し、収穫後の生産や流通の過程での損失も抑えるという目標です。このことは、

限られた資源を有効に利用し、環境への負荷を減らすだけでなく、将来の食料不足

に備えるためにも欠かせない取組となっています。 

（２）国の動向 

① 食品ロスの削減の推進に関する法律 

「食品ロスの削減の推進に関する法律」（令和元（2019）年 10月施行）は、本来

食べられる食品が廃棄される問題を国、自治体、国民全体で解決すべき課題と定義

した法律です。各主体の責務を明らかにするとともに、自治体には、地域の状況に

応じた「食品ロス削減推進計画」の策定を努力義務として求めており、本計画はこ

れに対応する計画です。 

② 食品ロス削減推進基本方針 

「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（第 1 次）」（令和 2（2020）年 3

月閣議決定）では、令和 12（2030）年度までに家庭と事業系の食品ロス発生量を平

成 12（2000）年度比で半減させるという目標を明記しています。「食品ロスの削減

の推進に関する基本的な方針（第 2 次）」（令和 7（2025）年 3 月閣議決定）では、

事業系の食品ロスについては令和 12（2030）年度目標である 50％削減を 8 年前倒

しで達成したことから、60％削減に引き上げました。家庭の食品ロスについては半

減目標は維持しながらも、食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を

80％とするなど、意識啓発から具体的な行動変容への転換を図っています。 

（３）東京都の動向 

① 東京都食品ロス削減推進計画 

「東京都食品ロス削減推進計画」（令和 3（2021）年 3月）では、令和 12（2030）

年度までに食品ロス発生量を平成 12（2000）年度比で半減させる目標を掲げていま

す。さらに、令和 32（2050）年までに発生量を実質ゼロにする長期ビジョンを示し

ています。都内の区市町村が策定する食品ロス削減推進計画の指針となる上位計画

に該当します。 

②ゼロエミッション Beyondカーボンハーフ 

「ゼロエミッション Beyondカーボンハーフ」（令和 7（2025）年 3月策定）では、

令和 12（2030）年度までに食品ロス発生量を平成 12（2000）年度比で 60％削減す

るという目標を掲げ、令和 17（2035）年度を見据えた新たなマイルストーンとして、

65％削減を目指すという方針を示しています。  
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8.3 中央区の食品ロスの現状 

（１）家庭の食品ロスの現状 

令和 6（2024）年度「中央区ごみ排出実態調査」で実施した組成分析調査による

と、家庭から出される燃やすごみのうち、約 11％が食品ロス（直接廃棄または食べ

残し）であることがわかりました。 

図表 8-2 燃やすごみに占める生ごみの割合と生ごみの内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

 

直接廃棄の内訳は、菓子やレトルト食品、調味料といった比較的長く保存ができ

る食品が 4割以上を占めていました。また、賞味期限前に直接廃棄された食品が約

15％ありました。食品の廃棄や食べ残しが環境に及ぼす影響についての意識を高め

るとともに、保存方法やレシピの工夫等により食材を上手に食べきる取組の拡大が

求められます。 

図表 8-3 直接廃棄の内訳（品目別） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

野菜・果物・農産

物加工品

21.0%

肉類

2.1%

魚介類・水産

物加工品

2.8%

水産物その他

（海藻類）

1.2%

主食類（米・

パン・麺等）

4.4%

粉類・粉末

加工食品

1.6%

雑穀類

0.9%

豆類

6.2%

調理食品

4.4%
卵・卵加工品

1.8%

乳製品（飲

料除く）

1.2%

菓子類

19.9%

飲料（液体）

0.9%

飲料（粉末・

茶葉等）

3.7%

レトルト食品

2.0%

調味料類

25.4%

その他（常備薬・

サプリメント等）

0.4%

紙類・

プラスチック類等

70.7%

直接廃棄 4.5%

食べ残し 6.5%

生ごみ(その他)

18.3%

生ごみ

29.3%

生ごみの内訳

食品ロス

11.0%

燃やすごみの内訳
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図表 8-4 直接廃棄の内訳（廃棄時期別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

 

図表 8-5 家庭ごみ組成分析調査で排出された直接廃棄 

 

 

  

賞味期限

39.3%

消費期限

10.1%
日付のみ

2.1%

期限後

26.3%

期限前

13.0%

期限後

9.2%

期限前

0.9%

期限後

0.9%

期限前

1.2%

表示なし

48.5%
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（２）事業系の食品ロスの現状 

令和 6（2024）年度「中央区ごみ排出実態調査」で実施した事業所アンケート調

査によると、「食品ロス削減に対する考え方」については、「積極的に取り組んでい

る」が 39.1％で最も多かったものの、「食品ロスの削減を意識したことがない」と

いう事業所も 21.5％あり、さらなる普及・啓発が必要です。 

図表 8-6 食品ロス削減に対する考え方（事業所アンケート調査） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

 

「食品ロス削減の取組」については、「特に何もしていない」が 54.3％で最も多

かったものの、「食べきり運動の推進を行っている」が 11.6％、「少量販売やバラ売

りを行っている」が 7.5％、「提供サイズの調整を行っている」が 5.5％などの回答

もあり、このような取組を広げていくことが重要です。 

「食品ロス発生理由」については、賞味期限・消費期限にかかわらず、社内ルー

ルや商習慣により廃棄している場合があり、業界全体および個社単位での「ルール

の再定義」が求められます。 
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図表 8-7 食品ロス削減の取組（事業所アンケート調査） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査 

図表 8-8 食品ロス発生理由（事業所アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和 6（2024）年度中央区ごみ排出実態調査  
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1/3ルール等の商習慣や慣行による廃棄

その他



45 

8.4 食品ロス削減に向けての取組の実施状況 

区では、食品ロス削減のため次の事業に取り組んでいます。 

（１）普及・啓発 

「食品ロスの削減の推進に関する法律」において、10月は「食品ロス削減月間」、

10 月 30 日は「食品ロス削減の日」と定められています。この期間に合わせて、区

役所本庁舎 1階で食品ロス削減に関するパネル展示を行っています。 

また、令和 7（2025）年度は高島屋日本橋店、三越銀座店の環境イベントにおい

ても、パネル展示を実施しました。 

（２）ちゅうおう食べきり協力店 

食品ロスの削減に取り組む飲食店や食品販売店などを「ちゅうおう食べきり協力

店」として認定し、ホームページなどでの紹介、ちゅうおう食べきり協力店のステ

ッカー・ポスターの配布を行っています。登録要件は、以下のいずれか１つ以上を

実施している飲食店、食品販売店、宿泊施設などが対象で、令和 8（2026）年 4 月

１日現在で 28店舗が登録されています。 

 

⚫ 小盛りメニューやハーフサイズなどによる料理の提供 

⚫ ステッカー、ポスターなどの掲示による食べ残し削減の PR活動 

⚫ ばら売りや量り売りなどによる食品の提供 

⚫ 賞味期限または消費期限の近い食品の割引販売 

⚫ その他食品ロスを削減するための取組 

 

（３）フードドライブ 

フードドライブとは、ご家庭で余っている食品を持ち寄り、区内の子ども食堂等

に提供する活動であり、「食品ロス削減」および「未使用食品類の有効利用」を目的

としています。区役所本庁舎、日本橋・月島・晴海特別出張所等の区施設、コンビ

ニエンスストア、スーパーマーケットの店舗等に常設窓口（令和 8（2026）年 4 月

１日現在 18カ所）を設けて食品の受付を行っています。令和 7（2025）年度は、食

品点数 5,032点、重量で約 1,110kgを回収しました。 

 

 

 

 

 

 

 


